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　本稿では、東京証券取引所［2023］の「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」の要請前後
の自社株買いについて分析した。その結果、東証の要請を受けて、上場企業が自社株買いを行う確率は要請前に
比べて高くなっていること、株価が下落していないタイミングで行われるようになったこと、そしてPBRに与え
る影響が大きくなったことが明らかになった。要請を受けて、日本企業の自社株買いが変化した可能性を示唆し
ている。
［DOI］https://doi.org/10.69388/saj.64.07.77
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